
テレワークをやめて
出社勤務に戻る経理部門

～効率が下がるテレワークを改善するポイントと進め方～

有限会社ナレッジネットワーク
代表取締役社長 公認会計士

中田清穂



1. 日本ＣＦＯ協会の調査でわかった
満足なテレワークができない原因
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日本ＣＦＯ協会の調査
ーテレワーク下で、あなたの業務生産性に変化があったと感じますか？

著しく悪化した
2%

悪化した
30%

変化はない
45%

向上した
20%

著しく向上した
3%
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日本ＣＦＯ協会の調査
ーあなたは平均して週に何日程度テレワークをしていますか？

0 5 10 15 20 25 30 35

リモートワークはしていない

週１日

週２日

週３日

週４日

週５日

緊急事態宣言発令以降 緊急事態宣言解除後

テレワークを推進
するチャンスを
逃す恐れがある
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日本ＣＦＯ協会の調査
ー御社の決算作業で、4月7日の非常事態宣言発令後に、どのくらい出社して対応されましたか？
決算作業に関わっている方々の、おおよその平均でお答えください。

５０％以上が
４１％

５０％未満が
４９％
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その他 (具体的に)

実地棚卸の結果

「紙」に関連する原因はなかった

決算報告資料を、「紙」で作成する必要があるため

固定資産の計上に関する見積書

現金、受取手形、有価証券などの実数カウント結果

契約書

税務関連の資料

残高確認状

過去の決算処理を参考にする、過去のエビデンス

会計伝票や稟議書などへの押印

経理部門以外の部署からの情報

取引先への請求書

経費精算処理の領収書

請求書の支払い依頼

外部から郵送される文書

日本ＣＦＯ協会の調査
ー出社しなければならなかった原因をお答えください。① 「紙」に関連する原因（複数回答可）

３０％以上
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日本ＣＦＯ協会の調査
ー出社しなければならなかった原因をお答えください。② 「システム」に関連する原因（複数回答可）
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ＲＰＡで作成したロボの起動

その他 (具体的に)

会計監査人とのコミュニケー

上司に面談して相談する必要があるため

税理士への相談や確認

固定資産計上の作業

小口現金を渡す

基幹システムがリモートで行えないため

稟議書や決算申請書のシステム

経費精算関連のシステム

「システム」に関連する原因はなかった

請求書の支払いシステム

取引先への請求書発行システム

自宅の作業環境（ＰＣの性能、通信回線など）

２０％以上



2. 紙文化：
「紙」の種類と電子化の手段
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その他 (具体的に)

実地棚卸の結果

「紙」に関連する原因はなかった

決算報告資料を、「紙」で作成する必要があるため

固定資産の計上に関する見積書

現金、受取手形、有価証券などの実数カウント結果

契約書

税務関連の資料

残高確認状

過去の決算処理を参考にする、過去のエビデンス

会計伝票や稟議書などへの押印

経理部門以外の部署からの情報

取引先への請求書

経費精算処理の領収書

請求書の支払い依頼

外部から郵送される文書

日本ＣＦＯ協会の調査
ー出社しなければならなかった原因をお答えください。① 「紙」に関連する原因（複数回答可）

支払請求書と
領収書が上位



2. 紙文化：
「紙」の種類と電子化の手段

（１）「紙」を「電子データの写真」に変えていく

ＰＤＦファイル
など

11
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エビデンスの電子化に用いるハードウェア（複合機）

1.蓋を開ける
2.エビデンスをガラスの上に並べる
3.蓋を閉める

4.スキャンファイルの作成を選ぶ
5.「スタート」ボタンを押す

6.蓋を開ける
7.エビデンスが落ちる

エビデンスの
枚数が多いと

これを何回も繰り返す

8.エビデンスを拾う

PDFファイルを作ると言えば・・・
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エビデンスの電子化に用いるハードウェア（ドキュメントスキャナー）

1.エビデンスをフィーダーに載せる

2.「スタート」ボタンを押す

形や厚さの異なる領収書
を

数十枚連続スキャン
裏面も同時読取

１台：数万円

ドキュメントスキャナー

十
数
年
前
か
ら
あ
る
機
器
だ
が
、

日
本
で
は
ほ
と
ん
ど
知
ら
れ
て
い
な
い

ホテル

飲食

駐車場

タ
ク
シ
ー

複
合
機
な
ど
で
の
課
題
を

解
決
す
る
機
能
が
あ
る



ドキュメントスキャナー（スキャン専用機）の便利機能

原稿内容の傾きも検知し補正する「斜行補正」 資料協力：キヤノン電子株式会社
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ドキュメントスキャナー（スキャン専用機）の便利機能

重送検知

超音波センサーを採用し、重送をいち早く検知、給紙をストップする。

作業ロスを最小限に抑え、かつ、確実なスキャニングができる。

重送が検知されるとスキャンをストップするので、給紙口から原稿をとり、さばいてから再度原稿を給紙

口に再度セットする。

各ページを確実にスキャンすることができるので、スキャン毎に画像データをチェックする必要がなくなる。

資料協力：キヤノン電子株式会社
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ドキュメントスキャナー（スキャン専用機）の便利機能

原稿の白紙面を消去する「白紙スキップ」 資料協力：キヤノン電子株式会社
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2. 紙文化：
「紙」の種類と電子化の手段

（２）「電子データの写真」から「文字データ」への変換

ＯＣＲ

OCR（Optical Character Recognition/Reader、オーシーアール、光学的文字認識）とは、手書きや印刷された文字を、イメージス
キャナやデジタルカメラによって読みとり、コンピュータが利用できるデジタルの文字コードに変換する技術 17
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発注申請
ワークフロー

古河電工での改革後の支払い請求書業務フロー

担当者 上長

請求書

経理

財務会計
システム

支払
依頼票

請求書

支払
依頼票

PDF

全部門
から送付

入力

出力

PDFファイル
の紐付

仕訳データ
支払データ

承認

税務調査
会計士監査
監査役監査

内部監査部門監査
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デジタル・テクノロジーを活用した支払い請求書業務フローのイメージ

発注申請
ワークフロー

担当者 上長

財務会計
システム

確認

紐づいた
PDFファイル

仕訳データ
支払データ

承認

請求書

経理

請求書

PDF
画像（PDF）から
テキストデータを
自動作成・補正

OCR
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台紙

従来（紙文化）の経費精算業務フロー

一般社員 課長 部長 経理

財務会計
システム

領収書などの貼り付け

経費申請
ワークフロー

＆
精算システム

ファイリング
して保管

ホテル 飲食

駐車場

タ
ク
シ
ー
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電子化による経費精算業務フローのあり方（案）

一般社員 課長 部長 経理

財務会計
システム

ホテル 飲食

駐車場

領収書などのスキャン

経費申請
ワークフロー

＆
精算システム形や厚さの異なる領収書を

数十枚連続スキャン
裏面も同時読取

タ
ク
シ
ー

スキャンデータによる承認・支払
紙ベースの回覧は不要に

OCR読み取り
OCR補正
（手書きも）

経理

社員はスキャン＆OCR

データを呼び出して、
補完的入力のみ



ドキュメントスキャナーによるOCR補助機能
文字・線の太さ補正

文字・線の太さ補正Off 文字・線の太さ補正最大

資料協力：キヤノン電子株式会社
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ドキュメントスキャナーによるOCR補助機能
その他

薄い文字

汚れ

汚れ

汚れ

濃い背景色

資料協力：キヤノン電子株式会社

23



24

発注申請
ワークフロー

古河電工での改革後の支払い請求書業務フロー

担当者 上長

請求書

経理

財務会計
システム

支払
依頼票

請求書

支払
依頼票

PDF

全部門
から送付

原紙は定期検査後廃棄

入力

出力

PDFファイル
の紐付

仕訳データ
支払データ

承認

税務調査
会計士監査
監査役監査

内部監査部門監査

電子帳簿保存法における
「スキャナ保存申請」を行った
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e-文書法と電子帳簿保存法の制定経緯

e-文書法 電子帳簿保存法

1998年7月 電子データによる帳簿運用を認める

2005年4月文書・帳票の電子的な保存を
原則として容認する
統一的な法律として制定
（文書の保存を規定する法律298本
のうち251本の対象文書）

IT化が進んだ今、

企業活動や業務効率化の妨げ
となる文書の保存義務をなくす

2005年3月 これまで認めていなかったスキャニン
グによる電子化保存の規定を追加改
訂

2015年9月 電子帳簿保存の承認件数１０万件以上
に対して、スキャナ保存の国税承認は
わずか百数十件しかないことに対応

e-文書法の制定
に伴う改訂
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e-文書法と電子帳簿保存法の制定経緯

e-文書法 電子帳簿保存法

1998年7月 電子データによる帳簿運用を認める

2005年4月文書・帳票の電子的な保存を
原則として容認する
統一的な法律として制定
（文書の保存を規定する法律298本
のうち251本の対象文書）

IT化が進んだ今、

企業活動や業務効率化の妨げ
となる文書の保存義務をなくす

2005年3月 これまで認めていなかったスキャニン
グによる電子化保存の規定を追加改
訂

2015年9月 電子帳簿保存の承認件数１０万件以上
に対して、スキャナ保存の国税承認は
わずか百数十件しかないことに対応

e-文書法の制定
に伴う改訂

大幅緩和
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2018.7.1～2019.6.30
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e-文書法と電子帳簿保存法の制定経緯

e-文書法 電子帳簿保存法

1998年7月 電子データによる帳簿運用を認める

2005年4月文書・帳票の電子的な保存を
原則として容認する
統一的な法律として制定
（文書の保存を規定する法律298本
のうち251本の対象文書）

IT化が進んだ今、

企業活動や業務効率化の妨げ
となる文書の保存義務をなくす

2005年3月 これまで認めていなかったスキャニン
グによる電子化保存の規定を追加改
訂

2015年9月 電子帳簿保存の承認件数１０万件以上
に対して、スキャナ保存の国税承認は
わずか百数十件しかないことに対応

e-文書法の制定
に伴う改訂

大幅緩和

120 133 152

380

1,050

1,846

2,898
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838
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FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018

スキャナ保存申請の年次推移

累計承認件数 本年度申請件数

2018.7.1～2019.6.30

1. 「過去分重要書類」も可能
2. 「JIIMA(公益社団法人日本文書情報マネジメント協会)認証」ソフトウェア利用の場合：

承認申請書の記載事項や添付書類を一部省略可能
3. 入力等に係る期間制限の緩和

(1) 「速やかに入力」：受領後1週間以内 ➡おおむね7営業日以内
(2) 「業務処理後に速やかに入力」：最長1か月プラス1週間以内

➡最長2か月プラスおおむね7営業日以内
(3) 「受領者が自ら読み取る場合に付すタイムスタンプ：3日以内

➡おおむね3営業日以内
4. 定期的な検査の頻度：「全ての事業所等を対象として1年に1回以上」

➡おおむね5年のうちに全ての事業所等の検査を行う
5. 検索機能の確保：「請求書や領収書など書類の種類別に検索できる」

➡勘定科目別に検索が可能で良い

さらなる緩和は、申請件数増加を加速する
(2019/9/30より)



2. 紙文化：
「紙」の種類と電子化の手段

（３）電子化を阻む「配達物」：その種類と対策

28
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支払い請求書業務の集中センター化

発注申請
ワークフロー

担当者 上長

財務会計
システム

確認

紐づいた
PDFファイル

仕訳データ
支払データ

承認

請求書

経理

請求書

PDF
画像（PDF）から
テキストデータを
自動作成

OCR
支店、工場、営業所等
全国にある拠点で

入手している請求書を
一か所で集中処理する

1. 各拠点での開封・入力作業がな
くなる

2. 処理漏れ、処理遅れがなくなる
3. 出社する人数を限定的にできる
4. 地方でも処理ができる
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プラットフォーム
業者

自社

請求書をデータで入手するしくみ（例）

承認

会計
システム

支払
データ

承認ワークフロー
による承認

請求データからの
自動仕訳

ファームバンキング・
ネットバンキングの
データダウンロード

販売管理システムの売上データ
（CSVファイル）をアップロードして、
請求書を作成・発行
⇒時間短縮と経費削減（紙・〒）

発注先

請求
データ
送信

支払通知書
データ送信

消込

請求
データ
受信

請
求
書
デ
ー
タ

スキャナ保存申請
がいらない
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電子契約のしくみ（例）

電子契約サーバ

電子契約書
電子契約書
電子契約書

タイムスタンプ

電子署名

当社 契約相手

• 納税地等において通信回線等により整然な形式で明瞭な状態で出力できる
• 電子署名・タイムスタンプを付与し、７年間保存

(付与しない場合には、正当な理由がない訂正及び削除の防止に関する
事務処理規程を定め運用する必要がある）

• 電子契約システム等の運用規程、システム概要・操作説明書等の書類の備付け
• 契約年月日等の日付の範囲指定による検索機能

保存要件

•契約書の発送業務廃止
•印紙税のコストダウン
•紙代・コピー代のコストダウン
•保管コストのダウン



３．ハンコ文化：
押印（ハンコ）が必要な文書の種類と対策
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実地棚卸の結果

「紙」に関連する原因はなかった

決算報告資料を、「紙」で作成する必要があるため

固定資産の計上に関する見積書

現金、受取手形、有価証券などの実数カウント結果

契約書

税務関連の資料

残高確認状

過去の決算処理を参考にする、過去のエビデンス

会計伝票や稟議書などへの押印

経理部門以外の部署からの情報

取引先への請求書

経費精算処理の領収書

請求書の支払い依頼

外部から郵送される文書

日本ＣＦＯ協会の調査
ー出社しなければならなかった原因をお答えください。① 「紙」に関連する原因（複数回答可）

• 支払依頼票をＰＣで作成し
て紙を出力して回覧・押印
する業務の撲滅

• 財務会計システムの承認
機能の活用
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日本ＣＦＯ協会の調査
ー出社しなければならなかった原因をお答えください。② 「システム」に関連する原因（複数回答可）
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ＲＰＡで作成したロボの起動

その他 (具体的に)

会計監査人とのコミュニケー

上司に面談して相談する必要があるため

税理士への相談や確認

固定資産計上の作業

小口現金を渡す

基幹システムがリモートで行えないため

稟議書や決算申請書のシステム

経費精算関連のシステム

「システム」に関連する原因はなかった

請求書の支払いシステム

取引先への請求書発行システム

自宅の作業環境（ＰＣの性能、通信回線など）

電子稟議（ワークフロー）
システムの利用
（月額：数100円／人など）



６．その他
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（１） 社員への小口現金供与

この課題への対応は「キャッシュレス化」。
拠点も含めて、できるだけ小口現金業務を減らしていく。
旅費出張費などの前払金は、従業員への口座に振り込む。
テレワークを進めるために、経理課員の自宅端末で銀行振込ができるよ
うにしておく。

この前払いもできるだけ避けるために、「コーポレート・カード」の利用も
一案。
「コーポレート・カード」は、一時期「キャッシュレス時代の寵児」として注
目され、ある程度利用され始めた。
しかし、非常に短い「命」ですぐに廃れた。
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（１） 社員への小口現金供与

1. クレジットカード会社からのデータ
が、カードを利用した日から1ヶ月
以上経たないと送られてこないた
めに、月次の経費精算業務の締
めに間に合わない。

2. 「コーポレート・カード」で多額の
飲食代を精算した挙句に、退職し
て行方をくらましてしまい、会社
が多額の損害を被る危険性が
あった。

「コーポレート・カード」といっても、
利用代金が会社の銀行口座ではなく、
その従業員の銀行口座から引き落と
すこともできるので、会社が損害を被
る危険がなくなっている

利用した数日後にはクレジットカード
会社からデータ送信

コーポレート・カードが
廃れた原因

最近の
コーポレート・カード
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（２） システムの利用環境

1. ＰＣ（ＣＰＵ、メモリ、画面の大きさ、サブディスプレイ、内蔵カメラなど）

2. ヘッドセット（クリアな音声で通話できるため、ミーティング相手への心配りにもなる）

3. プリンター（紙の方が確認しやすい資料もある）

4. 机・椅子（長時間作業用、クッションやアームレストなどで調整する方法もある）

5. インターネット回線（モバイルWi-Fiや光回線など）

社員のテレワーク環境が、
適切なものであるかどうかは、
会社が責任をもって進めるべき。

出社しなくても、会社の仕事をしているのだから。
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【経費精算】

経費精算・申請は、毎月決まった時期に集中して発生しやすく、また、全体

件数が多い上に人件費が高い管理職クラス（上長）の承認を必要とする。

また、確認負担の大きさから承認時の確認精度も低くなりやすい傾向にあ

る。

某社では、経費精算処理の上長承認をRPA での自動処理に置き替えるこ

とによって、申請不備や不正発覚の精度を向上させることに繋げた。

また、この仕組みにより内部監査業務の効率にも寄与しているという。

経費精算については、申請／確認および承認／正当性チェック／集計、

いずれにおいてもRPA による自動化事例がある。

「路線探索web サイトから経費精算システムへ転記する」「経費精算シス

テム入力内容を路線探索web サイトでの検索結果と照会する」といった機

械チェックが可能となる。

出典：ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーション）市場の実態と展望 2018（株式会社矢野経済研究所）

（３） ＲＰＡ（ロボティクス）の利用
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（３） ＲＰＡ（ロボティクス）の利用

②スキャナーが作った画像を
RPAが見つけて、

AI-OCR④OCR処理

スキャナー

⑤RPAがOCR結果を
システムに登録

③AI-OCRに送信

①業務アプリから
スキャン

RPA

RPA

資料協力：キヤノン電子株式会社
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（３） ＲＰＡ（ロボティクス）の利用

①ロボが動作する専用端末が必要（PCの手配も時間がかかる）

②メンテナンスが必須
（作りっぱなしはダメ、ロボ化したらまかせっきりにしない）

③増えてくると野良ロボの管理が必要になる

④ID パスワードを与える

⑤ロボをメールで起動する (ロボにアドレスを与える)

⑥ロボ実行後のメール通知を徹底する

⑦ＢＰＲ型は頓挫しやすい
(コンサルにお金がかかる。稼働までに時間がかかる)

⑧最初は長いロボではなく、短い作業をつなげていく

⑨試供版を徹底利用する
（実際に使っている基幹システムなどでロボを動かして検証）

留意点
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自宅での発生コスト

1. ＰＣ（ＣＰＵ、メモリ、画面の大きさ、サブディスプレイ、内蔵カメラなど）

2. ヘッドセット（クリアな音声で通話できるため、ミーティング相手への心配りにもなる）

3. プリンター（紙の方が確認しやすい資料もある）

4. 机・椅子（長時間作業用、クッションやアームレストなどで調整する方法もある）

5. インターネット回線（モバイルWi-Fiや光回線など）

自宅の環境整備にかかるコスト

通信料金

プリントアウトの紙代

在宅勤務で増える光熱費や、出社時
に着用するマスクの費用などとして、
1人あたり月3千円を補助する制度も
新設し、6月から支給する。

2020/5/26付日本経済新聞Web版
「日立、週2～3日出社 在宅前提に脱・時間管理 『ジョブ型』雇用を本格導入」
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雇用制度

日本経済新聞Web版
（2020/8/15）
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雇用制度

日本経済新聞Web版
（2020/8/15）
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社員教育

テレワークでは新人教育が思うようにできないという意見も出ている。

確かにＯＪＴは、先輩や上司がいなければ成り立ちにくい。

しかし、テレワークでも、リモート会議での発言内容や、その議事録の作
成ぶり、任せた作業の結果などを見れば、テレワークでもある程度指導
できることはある。

ただ、面前での指導とは異なり、感情を伝えにくいので、テレワークにお
ける表現の仕方を検討し工夫することは必要と思われる。

1. 定期的な研修については、普段からリモートで受けられ
るコンテンツを用意しておく。

2. 「コミュニケーションをとる習慣」を定例化する
（毎日何時に何分くらい、など）。
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属人化とテレワーク

会社がテレワークを推進しようとして、ベテラン経理担当者に要請しても
「会社でしかできない」と言われれてテレワークを推進できないという話
がある。

そもそも経理業務が一部属人化して、何をやっているのか、他の人には
全くわからない状況自体が問題。

したがって、属人化してしまったと思われる業務は、平時において「見え
る化」をしておく必要がある。

1. 会社でしかできない理由を把握する。

2. 対応によっては、出社しなくても良くなることもある。

3. 結果的に、業務を改善することにつながる可能性が高い
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費用対効果
コストダウン

デジタル化の最重要ポイント ⇒ 目的の明確化

「デジタル化して『費用対効果』があるのか？？？」

ここまでの話で、聴講されている皆さんの頭によぎる重い言葉
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デジタル化の最重要ポイント ⇒ 目的の明確化

68やや改善
https://www.jpc-
net.jp/research/list/pdf/comparison_2019.pdf

1. 同じ利益を稼ぐのに、間接業務人員
をかけすぎている！

2. 不要な作業が多いのか？
効率が悪いのか？

3. ９年も放置されている（これからも？）

4.「紙文化」が生産性向上を妨げている

効率アップ
生産性向上
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デジタル化の最重要ポイント ⇒ 目的の明確化
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自社にとって現実に起きた、あるいは起こる可能性が高くかつ
深刻度が大きいと思われる項目を７つまでチェックしてください。
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自社にとって現実に起きた、あるいは起こる可能性が高くかつ
深刻度が大きいと思われる項目を７つまでチェックしてください。

デジタル化の最重要ポイント ⇒ 目的の明確化
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命と健康

費用対効果
コストダウン

効率アップ
生産性向上

テレワーク推進の最重要ポイント ⇒ 目的の明確化

業務の
継続性

より少ない人員で財務経理業務を遂行する

大切な財務経理スタッフの命と健康を守る 出社できない状況下でも財務経理業務を遂行できる
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命と健康

費用対効果
コストダウン

効率アップ
生産性向上

テレワーク推進の最重要ポイント ⇒ 目的の明確化

業務の
継続性

より少ない人員で財務経理業務を遂行する

大切な財務経理スタッフの命と健康を守る 出社できない状況下でも財務経理業務を遂行できる

「費用対効果」の一点張りでしか

稟議判断を行わない上司の元では、

絶対にＤＸ化はできない

⇓

無理なテレワークを強いられることになる
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本日のまとめ
課題 施策 施策の具体的な内容

進め方 テレワークの目的の明確化 「費用対効果」ではなく、「社員の健康」と「時間の有効活用」

「紙」の電子化（画像） ドキュメントスキャナーの利用

画像データのテキストデータ化 OCR・AI-OCRの利用

郵便物の転送 担当社員宅への転送手配

在社での処理範囲の限定 会社での作業は開封とスキャン作業だけにする

郵便物処理の集中化 配送物処理センターの設置と取引先への送付先変更のお願い

郵便・配達による送付の削減
エビデンスのメールによる送受信

エビデンスの電子授受システムの利用

ハンコ ハンコの電子化
ワークフローシステムの利用

財務会計システムなどにある承認機能の利用

小口現金の撲滅 コーポレート・カードの利用

銀行窓口業務の削減
オンライン機能の利用

電子申告の利用

自治体・法務局の窓口業務の削減
各自治体のオンラインシステムの利用

法務局の登記・供託オンライン申請システムの利用

会社への来客対応の削減 リモート会議の常時基本活用

システム保有形態の見直し
クラウドサービスへの転換

在宅からのアクセスの許容

システムの利用環境の整備
在宅でのPCの性能対応

在宅での通信環境対応

RPAの利用方法の工夫 RPAへのメールアドレス付与、メールによる実行指示

在宅で発生するコストの負担軽減 社内規定の整備

ワーキング・スペースの整備 各社員の作業環境の調査と個別に適切な対応を実施

業務評価の変更

「労働時間」ではなく「結果」で評価

経理・財務は、「スケジュール順守度」と「正確性」により評価する

正確に早く終われば、副業も認める

就業規則・人事評価規定の改定

社員教育手段の見直し 面前での指導から、テレビ会議や議事録・報告書での教育を基本とする在り方の検討

属人化の防止 平時から業務の「見える化」と「標準化」を意識する

収束後の後戻り回避 「自粛体験」が風化する前に、早期に対応開始

エビデン

スの保存

郵便物

対面業務

システム

その他



ご清聴ありがとうございました

中田 清穂

http://www.knowledge-nw.co.jp/

「何も変えたくない気持ち」もあるとは思いますが、
「目的」を明確にして、「変化」に対応して、

会社も自分も生き残りましょう。


